
財務諸表に対する注記 

1.重要な会計方針 

（１） 固定資産の減価償却の方法  

定率法によっております。ただし、平成 10年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を除く）

並びに平成 28 年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法、一括償却

資産については３年間の均等償却によっております。 

 

（２） 消費税の会計処理  

消費税の会計処理は、税込処理によっております。 

 

2.会計方針の変更 

変更はありません。 

 

3.基本財産及び特定資産の明細、増減額及びその残高                                    

基本財産及び特定資産の明細、増減額及びその残高は、次のとおりである。 

 

 

4.基本財産及び特定資産の財源等の内訳 

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。 

 

 
  

（単位：円）

科　 　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産

　該当無し

特定資産

　退職給付引当資産 3,644,480 389,070 0 4,033,550

　減価償却引当資産 29,600,699 242 0 29,600,941

　周年行事引当資産 1,800,000 1,900,000 0 3,700,000

　預り保証金引当資産 500,000 0 0 500,000

　財政調整引当資産 5,000,000 0 0 5,000,000

小　計 40,545,179 2,289,312 0 42,834,491

合　計 40,545,179 2,289,312 0 42,834,491

（単位：円）

科　 　目 当期末残高
(うち指定正味財産
からの充当額)

(うち一般正味財産
からの充当額)

(うち負債に対応
する額)

基本財産 　 　  

　該当無し 　 　

特定資産

　退職給付引当資産 4,033,550 (0) (0) (4,033,550)

　減価償却引当資産 29,600,941 (0) (29,600,941) (0)

　周年行事引当資産 3,700,000 (0) (3,700,000) (0)

　預り保証金引当資産 500,000 (0) (0) (500,000)

　財政調整引当資産 5,000,000 (0) (5,000,000) (0)

小　計 42,834,491 (0) (38,300,941) (4,533,550)

合　計 42,834,491 (0) (38,300,941) (4,533,550)



5.固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高  

固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。 

 

 

6.補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高 

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。 

 

  

（単位：円）

科　　目 取得価格 減価償却累計額 当期末残高

その他固定資産

　建物 105,738,958 88,043,231 17,695,727

　什器備品 140,400 140,399 1

　一括償却資産 293,152 84,701 208,451

　借地権 68,396,993 0 68,396,993

　電話加入権 233,800 0 233,800

　出資金 10,000 0 10,000

　配当金積立金 95,077 0 96,349

合　　計 174,908,380 88,268,331 86,641,321

（単位：円）

補助金等の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 B/S記載区分

受取補助金
(公財)全国法人会
総連合

0 13,211,900 13,211,900 0 －

受取補助金
(一社)東京都
法人会連合会

0 1,100,000 1,100,000 0 －

0 14,311,900 14,311,900 0 合　　　　計



附属明細書 

                               

１．基本財産及び特定資産の明細 

 財務諸表に対する注記 3 において記載している。 

 

２．引当金の明細 

   

（単位：円）

目的使用 その他

退職給付引当金 3,644,480 389,070 0 0 4,033,550

科　　目 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高


